
  

１．平成23年３月期第１四半期の連結業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の連結業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  19,218  49.0  2,316  499.6  2,112  557.0  1,330  560.8

22年３月期第１四半期  12,898  △40.8  386  △79.3  321  △84.1  201  △84.8

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  21.16 ― 

22年３月期第１四半期  3.20 ― 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  68,654  50,297  70.2  767.29

22年３月期  70,124  50,443  69.0  770.35

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 48,225百万円 22年３月期 48,418百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期 ―  7.50 ― 10.00  17.50

23年３月期 ―   
23年３月期（予想） 10.00 ― 10.00  20.00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  35,000  19.6  4,100  126.8  4,000  145.5  2,350  104.1  37.38

通期  73,000  12.2  9,000  52.4  8,800  48.8  4,950  27.3  78.75

simkeiri
新規スタンプ



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．４「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規       ― 社                         除外       ― 社   

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続の対象外であり、この四半期決算短

信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続は終了しておりません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）４ページ「連

結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 62,954,924株 22年３月期 62,954,924株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 103,545株 22年３月期 103,495株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 62,851,404株 22年３月期１Ｑ 62,851,825株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 
 
（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期におけるわが国経済は、新興国の成長や政府による景気刺激策等により回復傾向がみら

れたものの、ギリシヤ問題を端緒とする欧州の信用不安や米中景気の先行き懸念が高じ、世界経済と金

融市場の不透明感が増してまいりました。 
こうした情勢の中、当社グループは、収益性の飛躍的向上を狙いとした経営手法「ＷＰＲ™ （ダブル･

プロフィット･レシオ=利益率倍増）」に継続して取り組み、部品内製化や購入部材のコストダウンによる

材外費率の改善、海外工場における自働化・省人化をはじめとする事業活動全般にわたる業務改革等に

より企業体質の変革に努めてまいりました。同時に“省エネ・エコ”、“健康・医療”、“安心・安全（セ

キュリティ）”、“ハーフプライス”、“軽薄短小”をキーワードにした“スリー新活動（新製品の開発、新

市場の開拓、新顧客の開拓）”を強力に推進する体制を構築し、既存市場に対する深掘りとも合わせて売

上基盤の拡充に注力いたしました。 

この「ＷＰＲ™ 」 の取組みの下、当第 1 四半期の連結経営成績は、売上高は 192 億 18 百万円（前年

同期比 49.0％増）、営業利益は 23 億 16 百万円（前年同期比 499.6％増）、経常利益は 21 億 12 百万円（同 

557.0％増）、四半期純利益は 13 億 30 百万円（同 560.8％増）となりました。 
 

ＷＰＲ は、2008年に日本電産（株）の永守重信が自身の独自の経営手法に付した名称です。 

ＷＰＲ™  は、日本電産（株）の日本国における商標です。 

ＷＰＲ© 日本電産（株） 永守重信 2008年 

 

  事業の種類別セグメント実績 

   光学電子機器関連事業 

光学機器関連は、デジタルカメラ用レンズユニットの拡販が実を結び、売上が大幅に増加いたしまし

た。これらのレンズユニット製品にも当社製シャッターが搭載されており、シャッターの商量も着実に

回復しております。デジタルカメラ市場は、ミラーレス一眼カメラ市場の急拡大という新たな潮流や３

Ｄ等の機能を搭載した新製品の相次ぐ投入などで好調に推移しています。また、カメラ･メーカーからの

委託を受けたＥＭＳメーカーによるカメラ生産数量が増加しており、当社は、かような業界トレンドを

鋭敏に捉え、そのニーズに的確かつ迅速に対応して売上増および利益増を図ってまいります。 
モバイル製品につきましては、ポケットビデオカメラ（動画サイトへの投稿を主目的とする小型･簡易

型ビデオカメラ）に搭載するレンズユニットを開発し、販売を開始いたしました。デジタルカメラ市場

に加え、成長が期待される新市場への製品投入を積極的に行い、レンズユニットの売上増に努めており

ます。 
今後も当社が得意とするオプトメカトロニクスの技術を応用し、ネットワーク、セキュリティ、車載

用カメラ市場への展開を進めてまいります。 
電子機器関連は、海外向けの携帯電話用振動モーターが一部顧客の生産調整の影響等もありましたが、

ベトナム新工場建設による生産能力増強をベースに、引き続き数量獲得による生産性確保で収益性確保

を図る一方、タッチパネル式携帯電話に代表される高付加価値の新製品開発を加速させており、更なる

売上増に努めてまいります。 
サイレントギヤードモーターは、その静音性が高く評価されるなど順調に売上を伸ばしており、また
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実装機関連用途のギヤードモーターも生産設備装置市場の回復基調を受けて商量が上向いています。こ

れらのモーター事業では、小径化・省電力化等の要素技術を活かした新製品開発に注力し、売上増を目

指します。 
   部品・金型関連につきましては、デジタルカメラ市場の回復によりデジタルカメラ用金属外装品の受注

がピーク時に戻りました。また、一眼カメラ市場もミラーレスタイプの販売好調により、切削加工製品

のレンズ装着用マウントの受注が急増し、海外事業所の生産はピーク時を超えるまでに至っております。

今後は、当部門のスリー新戦略である医療機器、車載、セキュリティ機器等に積極的に参入し、事業の

更なる拡大に邁進してまいります。 
   金型事業は、国内各拠点の個々の得意技術をベースに、相互の連携強化を図り短納期対応と生産効率

の向上に取り組み、顧客満足度を高めて売上増を目指すとともに、当社の内製化推進に寄与してまいり

ます。 
     この結果、光学電子機器関連事業の売上高は前年同期比 44.5％増（前第４四半期比 6.8%増）の 179 億

２百万円となり、営業利益（全社費用等控除前）は前年同期比 220.6％増の 28 億 47 百万円となりまし

た。 
 
   システム機器関連事業 

システム機器関連は、一昨年のリーマン･ショックを契機とする産業界全体の設備投資抑制の影響を受

けましたが、その後回復に向かい当第 1 四半期は中国市場を中心に液晶関連製品および実装機関連装置

の売上が増加しました。また、昇華型プリンターも当第 1 四半期は前年同期比売上増となりました。 
この結果、システム機器関連事業の売上高は前年同期比 158.2％増の 13 億 16 百万円となり、営業利益

（全社費用等控除前）は 60 百万円（前年同期営業損失 6 百万円）となりました。 
 
（２）連結財政状態に関する定性的情報 

  貸借対照表の変動と致しましては、売上の増加に伴う受取手形及び売掛金やたな卸資産等の増加、法

人税や配当金の支払い等により関係会社預け金が減少しました。これにより前連結会計年度末（平成 22
年３月末）と比べ総資産が 14 億 69 百万円減少しております。 
 純資産につきましては、株主資本は利益剰余金等により増加しましたが、為替換算調整勘定等の影響

により 1 億 45 百万円減少しております。 
 
（キャッシュ・フローの状況） 

当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物残高は46億 82百万円となり、前連結会計年度末

と比較し39億 50百万円の減少となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が20億 55百万円ありましたが、

たな卸資産の増加や法人税の支払い等があったため、20億 26百万円の減少となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、生産設備など固定資産の取得による支出11億 1百万円等によ

り10億 95百万円の減少となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払6億28百万円等により6億42百万円の減少と

なりました。 
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（３）連結業績予想に関する定性的情報 
平成23年３月期の第２四半期累計期間及び通期の連結業績予想につきましては、平成22年４月26

日公表の業績予想から変更はありません。 

 

２．その他の情報 
（１） 重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。 

 

（２） 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

① 棚卸資産の評価方法 

 第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 
② 原価差額の配賦方法 

 予定価格等を適用しているために原価差異が生じた場合、当該原価差異の棚卸資産と売上原価へ

の配賦を年度決算と比較して簡便的に、事業の種類別セグメント区分により実施する方法によって

おります。 
③ 固定資産の減価償却の算定方法 

 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定

する方法によっております。 
④ 繰延税金資産の回収可能性について 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境や一時差異の発

生状況等に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績

予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。 
 

（３） 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 

平成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、税金等調整前四半期純利益が16百万円減少しております。 
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,675 4,060

受取手形及び売掛金 20,480 19,601

商品及び製品 697 461

仕掛品 5,951 5,802

原材料及び貯蔵品 6,011 4,229

繰延税金資産 779 982

関係会社預け金 6 4,572

その他 732 585

貸倒引当金 △14 △14

流動資産合計 39,320 40,280

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,908 6,004

機械装置及び運搬具（純額） 7,131 7,039

工具、器具及び備品（純額） 3,907 3,925

土地 3,648 3,667

リース資産（純額） 81 95

建設仮勘定 350 516

有形固定資産合計 21,028 21,249

無形固定資産 188 197

投資その他の資産   

投資有価証券 2,442 2,771

出資金 59 59

繰延税金資産 342 354

前払年金費用 5,098 5,035

その他 1,027 1,027

貸倒引当金 △852 △852

投資その他の資産合計 8,117 8,396

固定資産合計 29,333 29,844

資産合計 68,654 70,124
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,767 13,394

短期借入金 400 400

リース債務 41 48

未払法人税等 548 1,423

賞与引当金 451 806

資産除去債務 16 －

その他 2,645 2,022

流動負債合計 16,871 18,095

固定負債   

リース債務 43 49

繰延税金負債 747 857

退職給付引当金 546 541

債務保証損失引当金 17 17

負ののれん 38 38

その他 92 79

固定負債合計 1,485 1,585

負債合計 18,357 19,681

純資産の部   

株主資本   

資本金 11,080 11,080

資本剰余金 12,524 12,524

利益剰余金 26,521 25,820

自己株式 △167 △167

株主資本合計 49,959 49,257

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 320 514

為替換算調整勘定 △2,053 △1,354

評価・換算差額等合計 △1,733 △839

少数株主持分 2,072 2,024

純資産合計 50,297 50,443

負債純資産合計 68,654 70,124
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（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 12,898 19,218

売上原価 11,346 15,408

売上総利益 1,551 3,810

販売費及び一般管理費 1,164 1,493

営業利益 386 2,316

営業外収益   

受取利息 6 2

受取配当金 22 29

負ののれん償却額 1 0

その他 42 32

営業外収益合計 72 65

営業外費用   

支払利息 5 2

為替差損 35 261

一時帰休労務費 93 －

その他 3 5

営業外費用合計 137 269

経常利益 321 2,112

特別利益   

固定資産売却益 7 1

その他 0 0

特別利益合計 7 1

特別損失   

固定資産除売却損 27 28

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16

ＰＣＢ撤去費用 － 13

その他 0 －

特別損失合計 28 58

税金等調整前四半期純利益 300 2,055

法人税、住民税及び事業税 43 350

法人税等調整額 16 239

法人税等合計 60 590

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,465

少数株主利益 38 135

四半期純利益 201 1,330
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 300 2,055

減価償却費 795 856

負ののれん償却額 △1 △0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1 7

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 1

その他の引当金の増減額（△は減少） △447 △349

受取利息及び受取配当金 △29 △32

支払利息 5 2

固定資産除売却損益（△は益） 20 26

売上債権の増減額（△は増加） 1,077 △1,021

たな卸資産の増減額（△は増加） △386 △2,405

未収入金の増減額（△は増加） △225 △179

仕入債務の増減額（△は減少） 1,054 △282

未収還付法人税等の増加額 △49 －

未払金の増減額（△は減少） △85 50

その他 354 374

小計 2,383 △879

利息及び配当金の受取額 29 32

利息の支払額 △5 △5

法人税等の支払額 △12 △1,175

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,395 △2,026

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △488 △1,101

固定資産の売却による収入 25 8

貸付金の回収による収入 0 0

その他 0 △2

投資活動によるキャッシュ・フロー △462 △1,095

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 △0

リース債務の返済による支出 △14 △14

配当金の支払額 △471 △628

財務活動によるキャッシュ・フロー △486 △642

現金及び現金同等物に係る換算差額 △19 △185

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,427 △3,950

現金及び現金同等物の期首残高 8,775 8,632

現金及び現金同等物の四半期末残高 10,202 4,682
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  該当事項はありません。  

  

  

 【事業の種類別セグメント情報】  

   前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

（単位：百万円）

  

【所在地別セグメント情報】  

  前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

（単位：百万円）

  

 【海外売上高】  

前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）  

（単位：百万円）

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
光学電子機器
関連事業 

システム機器
関連事業 

計 消去又は全社 連結

売上高                          

(1）外部顧客に対する 

  売上高 
    12,388     510     12,898     －     12,898 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
    30     0     30     (30)     － 

計     12,418     510     12,928     (30)     12,898 

営業利益又は営業損失（△）     888  △6     882     (495)     386 

  日本 東南アジア その他 計
消去又は 
全社 

連結

売上高                               

(1）外部顧客に対する 

  売上高  
    9,544     3,291     62     12,898     －     12,898 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
    371     5,300     0     5,673     (5,673)     － 

計     9,916     8,591     63     18,571     (5,673)     12,898 

営業利益     539     338     3     882     (495)     386 

  東南アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高     5,048     212     5,261 

Ⅱ．連結売上高               12,898 

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高

の割合（％） 
    39.1     1.7     40.8 
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 【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要  

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

 当社は製品・サービスについてそれぞれ国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している「光学

電子機器関連事業」、「システム機器関連事業」の２つを報告セグメントとしております。  

 「光学電子機器関連事業」は、カメラ用シャッター、レンズユニット及び精密小型モーター等を生産しておりま

す。「システム機器関連事業」は、実装機、昇華型プリンター等を生産しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報   

 当第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

                                          （単位：百万円）

（注）１．セグメント利益の調整額△591百万円には、セグメント間取引消去0百万円及び各報告セグメントに配分

していない全社費用△591百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親

会社の本社部門及び基礎研究に係る費用であります。 

   ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。           

  

（追加情報）    

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

  

  
光学電子機器 

関連事業  

システム機器 

関連事業  
合計 

調整額 

（注）１  

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２  

 売上高               

外部顧客への売上高 17,902 1,316  19,218  －  19,218

セグメント間の内部売上高

又は振替高        
121 0   121 △121  －

 計  18,023   1,316  19,340 △121  19,218

 セグメント利益   2,847   60   2,908  △591  2,316

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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4.四半期連結決算概要  
 
 
 

平成 22 年７月 23 日 
日本電産コパル株式会社 

 
平成 23 年３月期（第 75 期）第１四半期連結決算概要 

 
１． 連結業績の状況                            

当  第  １  四  半  期 前 第 １ 四 半 期 

自 平成 22 年４月 １ 日 
至 平成 22 年６月 30 日 

自 平成 21 年４月 １ 日 
至 平成 21 年６月 30 日 

対 前 年 同 期 増 減 率

百万円 百万円 ％
売 上 高

19,218 12,898 49.0

営 業 利 益
2,316

(12.1%)
386

(3.0%)
499.6

経 常 利 益
2,112

   (11.0%)
321

(2.5%)
557.0

四  半  期  純  利  益
1,330

(6.9%)
201

(1.6%)
560.8

円 銭 円 銭１ 株 当 た り
四  半  期  純  利  益 21.16 3.20
潜  在  株  調  整  後
１ 株 当 た り 四 半 期 純 利 益 - -

※（ ）内は、対売上高比率 

 
２． 連結財政状態 
 
  当 第 １ 四 半 期 末 前 第 １ 四 半 期 末 前 年 度 末

百万円 百万円 百万円
総 資 産

68,654 59,510 70,124

純 資 産 50,297 46,594 50,443
％ ％ ％

自 己 資 本 比 率
70.2 75.4 69.0
円 銭 円 銭 円 銭１ 株 当 た り

純 資 産 767.29 713.52 770.35
 当 第 １ 四 半 期 前 第 １ 四 半 期 前 年 度

百万円 百万円 百万円営 業 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △2,026 2,395 6,612
投 資 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △1,095 △462 △4,625
財 務 活 動 に よ る
キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △642 △486 △2,001
現 金 及 び
現 金 同 等 物
期 末 残 高 4,682 10,202 8,632

 
３． 配当の状況 
 

 第 ２ 四 半 期 末 期 末 合 計

円 銭 円 銭 円 銭
２ ２ 年 ３ 月 期

7.50 10.00 17.50

２ ３ 年 ３ 月 期 ――― ――― ―――

２ ３ 年 ３ 月 期 （ 予 想 ） 10.00 10.00 20.00
 
４．連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 11 社  持分法適用会社数 －社 

＜前期末（平成 22 年３月）比の異動状況＞ 
連結  （新規） －社 （除外） －社  持分法  （新規） －社 （除外） －社 

    ＜前年同期末（平成 21 年６月）比の異動状況＞ 
   連結  （新規） －社 （除外） －社  持分法  （新規） －社 （除外） －社 
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